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「図解よくわかる 実践！スマート農業」「よくわかるスマート農業－デジタル化が実現する儲かる農業－」「よくわ
かるスマート水産業」「IoTが切り拓く次世代農業－アグリカルチャー4.0の時代－」「次世代農業ビジネス経営」
（三輪泰史：日刊工業新聞社）、「植物工場経営」（井熊均・三輪泰史：日刊工業新聞社）、「グローバル農業ビジ
ネス」（井熊均・三輪泰史：日刊工業新聞社）、「甦る農業-セミプレミアム農産物と流通改革が農業を救う」（井熊
均・三輪泰史編著：学陽書房）、「図解次世代農業ビジネス」（井熊均・三輪泰史編著：日刊工業新聞社）等

主な書籍
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わが国の農業の現在地
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 外部環境の変化を受け、食料・農業・農村基本法が25年ぶりに改正

 農業総産出額は下げ止まりを見せるが、農業就業人口や農地面積の減少は歯止めがかからず。
ここからV字回復できるかどうかの分水嶺に

日本経済の停滞
気候変動

新型コロナウイルス
国際情勢の不安定化
経済連携協定

など

新たなリスク

出所：農林水産省「令和6年度 食料・農業・農村白書」

農業総産出額の推移
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わが国の農業は大きな転換点に
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 農業就業人口（下記グラフは基幹的農業従事者数）は急激に減少しており、現在は人口の１％の
農業者で国内の農業生産を支えている状況。

 農業者の平均年齢を踏まえると、今後も農業者の減少は止められない。（例：JA全中の推計では
2030年に83万人、2050年には36万人に）

 国内生産の維持には農業者1人で現在の2～3倍の生産が必要。

出所：農林水産省「令和6年度 食料・農業・農村白書」
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農業者の急激な減少をどう乗り切るか？
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顕在化しつつある食料安全保障リスク（令和のコメ騒動）

 2023年の猛暑による不作により、コメの需給がタイトに。2024年の新米への切り替え直前（端境期
）にコメの品薄が発生（タイトな需給＋南海トラフ臨時情報）⇒“令和のコメ騒動”

 新米が出回って店頭のコメ不足は解消されたが、価格は大幅に高騰。1年間で価格がおよそ2倍
に跳ね上がる異常事態に。

 備蓄米放出により平均価格はいったん下がったが、銘柄米については高止まり

 生産コスト上昇と他の主食の物価上昇率とのバランスを考慮すると、ターゲットとなるのは3,500円
/5kg程度。（安すぎた2,000円台前半～半ばに戻すのはリスク）
現在の価格水準では輸入米をブロックできない（⇒食料自給率の下げ要因に）

出所：農林水産省
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食料・農業・農村基本法の改正

 食料安全保障やスマート農業などの当初からの重点テーマをベースに、審議会の議論の中から
適正な価格形成や多様な農業人材といった新たなテーマが追加。

 スマート農業の活用や人材確保が重要な位置づけに。
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スマート技術の活用による担い
手の育成

輸出促進

農林水産業のグリーン化

食料安全保障の強化

適正な価格形成

多様な農業人材

農産物物流（ファーストワンマイル、
ラストワンマイル）

“平時”と“不測時”の食料安全保障
など

検討開始時の重点テーマ 追加的なテーマ
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スマート農業をどう使うか？
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スマート農業の全体像

 技術革新が目覚ましいスマート農業技術は、匠の農家の「眼」、「頭脳」、「手」を代替・支援するこ
とが可能。効率化と付加価値向上を両立させることで、農業の競争力は大きく向上。

「匠の眼」

出所：講演者作成

「匠の頭脳」 「匠の手」

農業用ドローン
（モニタリング用）

衛星リモートセンシング

据え付け型センサー
（気象・土壌）

農機搭載センサー
（収量コンバイン）

ロボット搭載センサー
（収穫ロボット）

人間が見えないモノも見える
（高所からの視点、赤外領域、
農産物や土壌の内部）

自動制御

AI（生成AIを含む）

ビッグデータ解析

経営者、熟練者の
判断

「匠の技」をシステムに移植する
ことで、非熟練者でも高度な判
断が可能に

自動運転農機

農業ロボット

環境制御システム
（植物工場）

農業用ドローン
（作業用）

水田自動給排水バルブ

効率化に加え、人間では困難な
精密作業も可能に

9



Copyright (C) 2020  The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.

「匠の眼」：農業用ドローン

 様々な分野での利用が進むドローンについて、農業分野でも圃場情報の収集や種子散布等での
活用例が増加。
ヘリコプターと比べて小回りが利き、操縦性、安全性に優れている点が強み

 高機能なセンサーを使用すれば、圃場の画像データだけでなく、さまざまな波長のデータが取得
可能。

 それらのデータをもとに、圃場や農作物の生育状況・品質情報等を把握することができ、最適な
作業計画の立案やこまめな品質管理を実現。
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出所：農水省、JAXA
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「匠の頭脳」：AIの活用例（日本総研“V-farmers”）

 栽培から経営管理まで多種多様なデータを統合し、農業現場に関連する業務を幅広く支援する農
業AIエージェント。データの一元管理により、農業経営と農業生産の効率化と高度化を実現。
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出所：株式会社日本総合研究所
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「匠の手」：自動運転農機

 農作業時間の中で占める割合の高い農機の運転について、自動走行技術が実用化
GPSガイダンス（GPSによる運転支援）、有人機と無人機の協調運転、無人運転の3パターン
複数台の自動運転農機の無人運転により、作業効率の劇的な向上、生産量あたりの人件費等
の大幅削減が可能に。（1人で3台を同時稼働＝1台を1/3人で稼働）

 農地間移動に関する規制緩和も進展。遠隔でのモニタリングも可能に。
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出所：講演者撮影

内閣府「SIP次世代農林水産業創造技術」での実証事業の様子
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スマート農業技術活用促進法：スマート農業を前提とした生産方式への転換

 現状の栽培方法にパッチワーク的にスマート農業技術を導入するのではなく、スマート農業技術が
使いやすいような生産方式への転換を重視

 スマート農業は万能な技術ではなく、普及促進には「技術開発・供給側と生産現場側の両方の歩
み寄りが重要」であることを明示
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出所：農林水産省
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“環境に優しい＝儲かる“の実現に向けたスマート農業の活用法

 農業・農村の発展には、事業面、環境面、社会面の３つのサステナビリティの両立が不可欠。

 “環境配慮・社会貢献は儲からないが義務だから仕方なくやる”から、資材費高騰やSDGｓへの関
心増加に伴うエシカル消費の台頭で、“SDGｓの取り組みによって儲かる”へ。
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出所：講演者作成
写真：農水省、株式会社DONKEY、一般社団法人セキュアドローン協議会

儲かる農業

環境配慮型
農業

食料安全保障

• 化学肥料削減
 ドローン・人工衛星モニタリングによる施
肥適正化、収量コンバイン、可変施肥
装置

• 農薬削減
 除草ロボット、アイガモロボット、ドローン
ピンポイント散布、紫外線照射ロボット

資材費低減、
ブランド化（価値伝達、エシカル消費）

資材使用量
削減

資材輸入依存度
低減

取り組みモデル（例）
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スマート農業×農業支援サービス
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スマート農業普及の起爆剤“農業支援サービス”

 農業支援サービスとは、農業現場における作業代行やスマート農業技術の有効活用による生産
性向上支援等、農業者に対してサービスを提供することで対価を得るサービスのこと。

 データ分析やドローン散布等の作業受託、農業機械のシェアリング、農業現場への人材供給等に
分類。
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専門作業受注型

機械設備供給型

人材供給型

データ分析型

複合型

作業支援

判断支援

単独型

出所:講演者作成
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農業支援サービスの具体例
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出所:農林水産省
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今後の農業に支える農業支援サービス

 平地農業では小規模農業者の高齢化による離農を踏まえた担い手への農地集約が加速。あわ
せて農業支援サービス事業体が台頭。

 中山間地農業では、小規模農業者を再整理。小規模でも儲かる農業、6次産業化等を図りつつ、
一部は地域政策として従来以上に手厚い補助で下支え

平地農業

農業法人
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中山間地
農業

農業支援サービス事業体
農地＋労働力＋ワザ

小規模
農業者

儲かる小規模農業者

6次産業化事業体

赤字の小規模農業者

時系列

農業支援サービス事業体（兼・農村RMO）

農地＋労働力＋ワザ
小規模農業者
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スマート農業技術活用促進法が農業支援サービスの追い風に

 ①スマート農業技術の研究開発・実用化、②スマート農業技術の活用とこれに適合するための生
産・流通・販売方式の見直し、の2点を一体的に推進するための法整備の検討が進展。

 ②は農業支援サービス事業体も対象に。
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出所：農林水産省
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農業支援サービスの活用例： 『美郷ゼロカーボン農業モデル』

 島根県美郷町内に設置するソーラーシェアリングで発電した再生可能エネルギーを電動スマート
農機で活用し、GHG排出量の少ない農業の面的な実現を推進
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出所：島根県美郷町、日本総研

日本総研と島根県美郷町が、
ゼロカーボン農業に関する協
定を締結
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ご清聴ありがとうございました
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